
令和７年６月３０日掲載

東京都渋谷区代々木二丁目２８番１２号

株式会社小田急ビルサービス

代表取締役　菅澤　一郎

（単位：円）

科　　　　　目 金　　　額 科　　　　　目 金　　　額

15,161,340,089 2,830,432,306

現 金 ・ 預 金 1,570,654,764 買 掛 金 1,516,408,156

預 け 金 10,625,243,459 未 払 金 62,442,297

売 掛 金 2,828,824,472 未 払 費 用 317,727,333

商 品 8,240,739 リ ー ス 債 務 （ 短 期 ） 3,871,824

貯 蔵 品 4,011,263 未 払 法 人 税 等 149,567,300

前 払 費 用 118,829,728 未 払 消 費 税 等 186,783,865

そ の 他 の 流 動 資 産 6,530,664 預 り 金 117,919,743

貸 倒 引 当 金 -995,000 前 受 金 1,261,662

賞 与 引 当 金 464,745,500

そ の 他 の 流 動 負 債 9,704,626

1,968,365,686 1,915,437,517

830,698,593 リ ー ス 債 務 （ 長 期 ） 9,400,864

土 地 512,843,062 資 産 除 去 債 務 （ 長 期 ） 15,378,894

建 物 237,096,156 退 職 給 付 引 当 金 1,890,657,759

構 築 物 695,523 長 期 繰 延 税 金 負 債 0

機 械 及 び 装 置 594,487

器 具 備 品 67,403,284 4,745,869,823

リ ー ス 資 産 12,066,080

車 両 運 搬 具 1 12,360,935,769

23,388,857 80,000,000

120,000,000

12,160,935,769

1,114,278,236 利 益 準 備 金 84,831,854

関 係 会 社 株 式 32,000,000 別 途 積 立 金 1,240,000,000

投 資 有 価 証 券 48,851,200 繰 越 利 益 剰 余 金 10,836,103,915

敷 金 ・ 保 証 金 等 148,193,322 22,900,183

繰 延 税 金 資 産 885,233,714 その他有価証券評価差額金 22,900,183

12,383,835,952

17,129,705,775 17,129,705,775

(注) 一株当たりの当期純利益 8,206.87 円

有形固定資産減価償却累計額 992,757,196 円

有形固定資産減損損失累計額 7,905,133 円

資産除去債務償却累計額 6,269,998 円

第６７期決算公告

貸借対照表(令和７年３月３１日現在)

有 形 固 定 資 産

無 形 固 定 資 産

負 債 お よ び 純 資 産 の 部 合 計

負 債 の 部 合 計

資 産 の 部 合 計

（ 純 資 産 の 部 ）

純 資 産 の 部 合 計

投 資 そ の 他 の 資 産

株 主 資 本 計

資 本 金

利 益 剰 余 金

評 価 ・ 換 算 差 額 等 計

そ の 他 資 本 剰 余 金

流 動 資 産 計 流 動 負 債 計

固 定 資 産 計

（ 負 債 の 部 ）（ 資 産 の 部 ）

固 定 負 債 計



個別注記表 
 
（重要な会計方針に係る事項に関する注記） 
１．資産の評価基準及び評価方法 
（１）有価証券の評価基準及び評価方法 
   子会社株式および関連会社株式・・・総平均法による原価法 
   その他有価証券 
    時価のあるもの・・・決算期末日の市場価格等に基づく時価法 
              （評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却

原価は総平均法により算定） 
    時価のないもの・・・総平均法による原価法 
 
（２）棚卸資産の評価基準及び評価方法 
   商    品    売価還元法（一部先入先出法）に基づく原価法 
   貯 蔵 品          先入先出法に基づく原価法 
 
２．固定資産の減価償却の方法 
（１）有形固定資産（リース資産を除く） 

定率法によっております。ただし、平成１０年４月１日以降に取得した建物
（附属設備を除く）並びに平成２８年４月１日以降に取得した建物付属設備
および構築物については定額法を採用しております。 

 
（２）無形固定資産（リース資産を除く） 

定額法によっております。なお、自社利用のソフトウェアについては、社内
における利用可能期間（５年）に基づく定額法を採用しております。 

 
（３）リース資産 
   所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産については、リー

ス期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用しております。 
 
３．引当金の計上基準 
（１）貸倒引当金 
    売上債権等の債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については

貸倒実績率により計上しております。 
なお、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を検討し、

回収不能見込額を計上しております。 
 
（２）賞与引当金 
    支給見込額基準により計上しております。 
 
（３）退職給付引当金 

 従業員の退職給付に備えるため、当期末における退職給付債務および年金
資産の見込額に基づき計上しております。 

 
４．消費税等の会計処理 

税抜方式を採用しております。 
 

５．その他計算書類の作成のための基本となる重要な事項 

当社は小田急電鉄株式会社を通算親会社とするグループ通算制度を適用し

ております。 

なお、法人税および地方法人税の会計処理又はこれらに関する税効果会計の

会計処理ならびに開示については、「グループ通算制度を適用する場合の会計

処理及び開示に関する取扱い」（実務対応報告第４２号 ２０２１年８月１２

日）を適用しております。 

 

以 上 

 


